


「義務教育」としてのまとまりの重視

改定：「義務教育」重視

(第5条第3項　

→学校教育法に「義務教育」の章を新設し、
義務教育の目的・目標を、それまでの小
学校の目標＋中学校の目標で規定









義務教育学校の推移

義務教育学校数 児童生徒数 教員
数国立 公立 私立 国立 公立 私立

平成
28('16) 22 － 22 － 12,702 － 12,702 － 934

平成
29('17) 48 2 46 － 22,370 1,620 20,750 － 1,798

平成
30('18) 82 2 80 － 34,559 1,602 32,957 － 3,015

令和元
('19) 94 3 91 － 40,747 2,335 38,412 － 3,520

2('20) 126 4 121 1 49,677 3,383 46,148 146 4,486

3('21) 151 5 145 1 58,568 3,894 54,480 194 5,382

4('22) 178 5 172 1 67,799 3,782 63,789 228 6,368

5('23) 207 5 201 1 76,045 3,773 72,048 224 7,448

6('24) 238 5 232 1 79,811 3,750 75,828 233 8,216

7('25) 261 6 254 1 86,924 4,311 82,378 235 9,082





（小中一貫教育推進協議会　調査）









小中一貫 従来型小中別学

全科担任制→教科担任制 高学年から部分的教科担
任可能

小学校内でも専科教員、交
換授業などで可能。中学校
が近ければ来てもらうことも

教員の指導観、独立評価 情報共有と指導方針の統
一化を図る必要がある

他事考慮、予断、相対比較
等に注意

最上級生から最下級生へ 3年間の中での埋没はなく
なる。それぞれの学年に活
躍の機会を確保する

スクールリーダーからフォロ
ワーへの転換意識

「英語」や学習内容高度化 部分的教科担任制を活用し
ながら対応

外国語活動の連続性を意
識する。中学校への接続を
意識した高学年の授業展
開

定期テストと進路の圧力 生活習慣の確立、　　学力の定着、
進路意識の涵養・キャリア教育の充実


















